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概要 

 

再生可能エネルギーは、環境にやさしいというイメージを持たれている。本報告書では、

このイメージが全く妥当でないことを明らかにする。風力、太陽光、バイオマス、そして水

力発電は、私たちを取り巻く世界を改善するどころか、大きな損害をもたらす可能性がある

のだ。地球温暖化防止活動家が想定している規模の再生可能エネルギー革命は、私たちの景

観を荒らし、畑を工業化したり、あるいは単一栽培に変え、野生生物を殺戮することになる。 

 

 再生可能エネルギーは、世界をより良い場所にするどころか、私たちが大切にしているも

のすべてを破壊してしまうだろう。これが本当に環境主義の意味するところなのか？ 

 

1 はじめに 

地球温暖化が叫ばれ、数多くの政策が打ち出されているが、なかでも、エネルギー生産を

化石燃料からカーボンフリーなエネルギー源、特に再生可能エネルギーにシフトすること

が求められている。しかし、その進展は遅々として進まない。その理由は様々で、立地（ニ

ンビイズム）の問題、計画の困難さ、電力網への統合の問題、そして多くの再生可能エネル

ギー源の価格が非常に高いことなどが挙げられる。そのため、世界のエネルギーに占める再

生可能エネルギーの割合は非常に低く、例えば、風力発電は、エネルギー出力の 1％にも達

していない 1。 

 

しかし、世界のエネルギー需要は 2060 年までの間に 10〜34％伸びると予想されている

2。都市化や技術の進歩により、電力需要の伸びはさらに速く、同じ間に 2 倍になると予想

されている。このため、各国政府は、再生可能エネルギーの利用を大幅に拡大する方針を打

ち出している。 

 

再生可能エネルギーは「地球に優しい」イメージがあるが、実際に環境に深刻な影響を与

えていることを知る人はあまりいない。本報告書では、特に英国において、現在および今後

数十年の再生可能エネルギ―事業の拡大が終わった時点での、環境への影響について検証

したいと思う。そして、環境保護を自らの存在意義とするはずの環境運動家がどのようにこ

の環境影響に対応しているか考察しようと思う。 

 

2 再生可能エネルギーの最大化で何が起きるか 
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今後数十年の間に、再生可能エネルギーはどの程度必要になるのだろうか。故 デイヴィ

ッド・マッケイ教授は、英国のエネルギーシステムが将来どのように脱炭素化されるかを検

討し、その結果を「Sustainable Energy - Without the Hot Air」という書籍で発表した 3。ケ

ンブリッジ大学のエンジニアであり、英国政府のエネルギー・気候変動省の主任科学者であ

ったマッケイ氏は、いくつかの異なるエネルギーの未来について考察した。しかし、彼はあ

くまで技術的な側面から分析を行っただけであり、変化に伴うコスト（ほぼ間違いなく気が

遠くなるようなもの）は、分析の対象には含まれていない。また、彼は、何が実現できるか

についてかなり楽観的であったことを自ら認めている。 それでも、彼の研究は、脱炭素化

の問題に対する明確で率直なアプローチとして、あらゆる方面から広く支持されている。 

 

彼の本では、第１部で、マッケイ氏は個々の再生可能エネルギー技術によって理論的にど

れだけのエネルギーが供給されるかを決定しようとした（その結果、その合計は期待された

ものには程遠いことが分かった）。 

 

本稿では、彼の分析を用いて、このような「最大化」が環境に及ぼす影響をまずは示して

みたい。  

 

マッケイ氏の書籍の第 2 部では、再生可能エネルギーとその他のエネルギー源のミック

スや、需要の性質の劇的な変化を用いて、エネルギー需給をバランスさせるさまざまな方法

について考察している。他の研究者も、彼のデータを用い、異なる仮定や技術構成で同様の

分析を試みている。そこで、本稿の第二の焦点として、これらの分析がどのようなものかを

検証する。つまり実用的な脱炭素エネルギーシステム（とされるもの）が、我々の周囲にど

のような影響を及ぼすかを検証するのだ。 

 

風力 

 

風力発電所はイギリス全土に数多く建設されており、その景観への影響は一般によく知

られている。その原因は主にタービン自体にあるが、風力発電所の設置スペースを確保する

ために森林を伐採し、アクセス用道路を建設し、最後にタービンを電力網に接続するために

必要な鉄塔のネットワークによる影響もある 4。だが一方で、ほとんど目には見えないが、

環境面での多大なる有害な影響もあるのだ。 
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例えば、野生動物への影響だ。特にコウモリへの影響は深刻で、タービンが圧力波を発生

させ、コウモリの肺を破壊すると考えられている。最近のある研究では、いくつかのコウモ

リの種の個体群全体が危機に瀕している可能性が指摘されている。5 鳥類、特に猛禽類（も

うきんるい）はタービンと衝突する可能性がある。タービンと直接衝突すると、タービン 1

基あたり年間 20 羽の鳥類が死亡する可能性があるとされているが、これよりかなり多い数

も報告されている。送電線による犠牲もあり、その数は年間 1km あたり 100 羽以上と推定

されており、そのほとんどが衝突によるものである 6。スコットランドのハイランド地方を

横断し、北部の風力発電所と南部の利用者を結ぶ「The Beauly–Denny 送電線」は、毎年

11,000 羽の鳥類の死亡が予想される 7。 
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その他の影響も考えられるが、まだ証明されていないものもあるし、風力発電所の数が増

えてから初めて明らかになるものもあるであろう。例えば、洋上風力発電所からの騒音は海

洋哺乳類を撹乱することが示されているが、長期的にどのように有害なのか、その影響はま

だ証明されていない。一方で鳥類に対する障害は実証されている。ある研究では、カモメ、

オジロワシ、シロカツオドリ、トウゾクカモメは、特に風力発電所の存在に敏感であること

が明らかになっている 8。また、最近の報告では、風力発電所によって死亡する猛禽類の数

が、捕獲によって殺される数を上回っている 9 （単に発電所の周りを飛ぶだけの種もあるが

10 ）と指摘されている。猛禽類を捕獲する悪質な猟場管理者は、野鳥保護団体から法の力を

以て追及される。しかし、不思議なことに、同じ NGO 団体が風力発電所の建設による野生

動物への被害には全く目をつぶっている。 

 

風力タービンがもたらすもう一つの悲惨な問題は、その製造過程から生じる。例えば、陸

上タービンは、その基礎部分だけで 1400 トンのコンクリートと 80 トンの鋼鉄を必要とす

る 11。これらの物資の生産過程は、伝統的に「グリーン」(環境にやさしい)とは見なされて

いない。洋上タービンの場合、この数字はさらにかなり大きくなり、3000 トンのコンクリ

ート製の土台がすでに設置されており、その何倍もの大きさの土台も検討されている 12。浮

体式洋上風力タービンも同様で、ピーターヘッド沖で最近始まった Hywind 試験プロジェ

クトでは、長さ 91m、重さ 3500 トン近い鋼鉄製の基礎が設置されている 13 。 

 

設備に使用される磁石には、ネオジムが大量に使われている。このレアアースは、世界の

生産量のほとんどが内モンゴル自治区で産出され、その採掘が環境に大きな悪影響を与え

ている（下の写真は内モンゴル自治区包頭市のレアアース鉱山）。 
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マッケイ氏は、英国で最も風の強い 10％の地域をタービンで覆うことを想定していた 14。

著書のテーマ通り、これは非常に野心的なものであるが、一般的には、例えて言うなれば、

仕事への出勤 15 をカバーするのに十分なエネルギーをかろうじて調達できる程度であり、

帰宅するのに十分なエネルギーは確保できない、ということになる。つまり、これほど広大

な土地に見合うだけのエネルギーは得られないということだ。しかし、図 1 を見ればわか

るように、英国で最も風が強いのは、ケアンゴームズ、ペニン山脈、ウェールズ山脈などの

高地と、スコットランドの西海岸であるから、状況はさらに深刻である。 

 

これらの地域のほとんどは、環境に敏感である。そのため、想定されるわずかな量のエネ

ルギーを供給するには、風の弱い地域を利用し、それに応じて広い土地面積を確保する必要

がある。しかし、コストへの影響を無視したとしても、環境への影響を考えてみて欲しい。

毎日の通勤に必要な程度のエネルギーだけをまかなうのにも、イギリス全土の浅い海域に
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4km、深い海域に 9km の幅の風車帯が必要なのである 16。 

 

 
 

こうした変化が環境に壊滅的な影響を与えることは、ほとんど指摘するまでもないだろ

う。図 2 は、英国の風速マップを再構成したもので、マッケイ氏が提唱したように、英国の

国土のうち最も風の強い 10%の地域の色を濃く表示している。この地域の多くが開発禁止

であるとすると、風の弱い地域に進出せざるを得なくなる。グレーで示した地域は、英国の

中で次に風が強い 20％の地域である。これを見るとわかるとおりサザン・アップランド、

スコットランドの高地の大部分、ウェールズの山々は、まだまだ全面的に工業化されなけれ

ばならない。このレベルの風力発電所の設置では、王立鳥類保護協会（RSPB）のような自

然保護団体が主張する、正しく設置されれば風力発電所は受け入れられるという政治的に

正しい主張は意味を持たなくなるであろう。風力発電所が建設される可能性のある場所の

ほとんどは、実際にはタービンで覆われてしまうことが予想されるからだ。 
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マッケイ氏の示すタービン 61,000 基は、年間 100 万羽以上、おそらく数百万羽の鳥類の

死亡を引き起こすと予想される 17。一方恐ろしいことではあるが、この数字は、飼い猫が年

間に捕獲する庭の鳥の数（おそらく 5,500 万羽）に比べれば小さいということは注目に値す

る 18。しかし、猫は弱ったものや病弱なものを捕獲する傾向があり 19 、風力タービンや電

線はそのような区別がないことは指摘しておく必要がある。また、ネコは一般的に庭などで

よく見られるありふれた種を捕獲するが、風力発電所は以下のような種類の鳥類について

影響を及ぼす可能性がある。 

- 希少種や、個体数がすでに減少傾向にある種 

- 捕食の習慣により、あるいは撹乱に対する感受性が高くて、大きな影響を受ける可能性の

ある種。 

 

 ある研究によると、風力発電所の影響を最も受けやすい鳥類は、実際に風力発電所を設置

しなければならない地域に生息している（図 3 参照）20 。まさしく、多くの希少な鳥類に
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とって、逃げ場がなくなるのである。その結果、大惨事になる可能性が高い。これは、英国

王立鳥類保護協会（RSPB）が本当に、本当に望んでいることなのだろうか？ 

 

 コウモリも逃げられないだろう。コウモリは最も高い山には生息していない 22 。前述の

とおり、こうした最も風の強い地域は、いずれにせよ風力発電所が設置されることはないだ

ろう。とすると風力発電所が風の弱い地域に建設されれば、コウモリと接触する可能性がよ

り高くなる。 例えば、イギリスで最も一般的な種の一つであるアブラコウモリの分布は、

風力発電所のために使用しなければならない地域とかなり重なる。最近のある研究では、英

国にある既存の風力発電機群は、年間 80,000 頭のコウモリを殺処分していると推定されて

いる 23。マッケイ氏はタービンの数がほぼ一桁増えることを想定しているので、そうなると

年間 70 万匹のコウモリが再生可能エネルギーの推進によって殺されることが考えられる

が、これは推定 260 万匹の英国に生息するコウモリの総個体数と比較すると驚くべき数字

である 24 。 

 

 

 

 風力タービンを海上に設置することは、より良い方法であるように見えるかもしれない

が（費用ははるかにかかるのだが）、実際には、野生生物が支払うべき代償は恐ろしいもの

になる可能性が高いのだ。なぜなら鳥や海洋哺乳類は小さな風力発電所を迂回することが

できるが、マッケイ氏が想定している規模の風力発電所は、野生生物が避けることがほぼ不

可能になるためである。その結果、どのような影響が出るかは誰にもわからない。 
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 そして、これらすべては、エネルギー需要のわずか 3 分の 1 を供給するために行われる

のだ 25。 

 

太陽光発電 

 

ソーラーパネルは現在世界中で広く設置されており、その影響は風力タービンと同様、比

較的よく理解されており、次の 3 つの主な技術によって影響は若干異なる。 

- 太陽光発電（PV）：広大な農場や一般家庭の屋根に設置されている、おなじみのソーラー

パネル。 

- 集光型太陽熱発電（CSP）：鏡を使って太陽光を一点に集め、水を加熱し、その水でター

ビンを回すシステム。 

- 屋上のパネルで家庭のお湯を沸かす簡易型の温水装置。 

太陽光発電の場合、最も顕著なのは景観への影響であり、太陽光発電設備は何ヘクタールも

のスペースを必要とする。それは自然の景観とは全くかけ離れたものである。さらに、野生

生物への影響も懸念される。生物多様性の損失や鳥類との衝突など、野生生物への影響も、

また風力発電所と同じような障壁になる問題も考えられる。 

 

 こうした影響のほとんどは、太陽熱発電（CSP）の設備にも当てはまる。こちらは太陽光

発電よりもさらに非効率であるため、より広大な土地を必要とする。そのため、土地が安く、

日照時間が長い場所、一般的には砂漠地帯で大規模な CSP 施設を設置する方法が取られる。

しかし、砂漠は何もないと考えられがちであるが、実は何もないことはほとんどない。メデ

ィアでは、集光された太陽光線を通過した鳥がその場で燃え尽き、その地上に転がる死骸が

「小川（ストリーマー）」と呼ばれているという話が大きく取り上げられた（p.13 参照）。そ

の後の調査で、多くの場合、翼は焼けただけで、飛ぶ能力を失い、飢餓や捕食によってゆっ

くりと死んでいくことがわかった 26。モロッコのワルザザート太陽光発電所の計画では、希

少なヒタキを含む地元の営巣する鳥に大きなリスクがあることが指摘された。しかしそれ

でもこのプロジェクトは実施されたのだ 27。 
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 また、ソーラーパネルの製造工程も「グリーン」(環境にやさしい)とは言い難い。多くの

パネルがシリコンを原料として製造されているが、シリコンは高純度化するために 2 段階

の精製工程を経ている。1 段階目はアーク炉で膨大なエネルギーを使い、2 段階目では高温

で、かつ強酸を使用する。 
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 もう一つの環境への負荷として、ソーラーパネルの寿命が尽きた時の処理問題がある。壊

れたソーラーパネルから数週間もすると有害物質が流出することはすでに明らかになって

おり 28 、今後、旧世代のパネルが寿命を迎えるにつれ、世界的な問題となることが予想さ

れる。すでにいくつかの国では、廃棄されたソーラーパネルの山が出現している 29。リサイ

クル工程は存在するものの、高価な機械的工程と環境に悪い化学的工程が混在している。ま

た、これらの工程で生成される多くの製品（たとえばシリコン）は金銭価値が低いので、パ

ネルを廃棄する、あるいは単に放擲して腐食するにまかせるといった、手抜きが生じやすい

だろう 30。 

 

 では、太陽光発電をできる限り推進すると、英国はどのようになるのだろうか。 

デイヴィッド・マッケイ氏は、英国の 5％を地上設置の太陽光発電所で覆うことを考えた。

するとこの場合、一般的な通勤者が通勤して帰ってくるのに 十分なエネルギーが供給され

ることになるという。住居の南向きの屋根をすべて太陽光パネルで覆うようにすれば、もう

少し増えるだろう、という 31。 

 

 英国の 5%といえば、ケンブリッジシャー、グロスターシャー、ランカシャー、スタッフ

ォードシャーを合わせた面積に相当する相当な面積である 32 。マッケイ氏によれば、この

レベルの目標を達成するには、これまで世界中で設置されてきた太陽光発電の 100 倍の量

を設置する必要があるという。彼が指摘するように、太陽電池パネルは光を電気エネルギー

に変換する理論上の最大効率に既に近づいているため、技術的にも限界がある。将来的に太

陽光発電は安くなるかもしれないが、それでも多くの土地を必要とすることに変わりはな

いのである。 

 

 マッケイ氏が指摘するように、以上はどれも非現実的である 33 。彼は風車をソーラーパ

ネルと同じ場所に設置することを提案しているが、少なくとも英国では、日射量が多い場所

（図 5a）と風が強い場所（図 1 参照）は同じではないので、現実には太陽光発電所に必要

な土地は、すでに住宅地として自然環境にかなりの影響を与えている英国南部に建設しな

ければならないでだろう。また、最も質の良い農地を食料生産のために残すのであれば、ソ

ーラーパネルはより質の悪い土地に置かなければならない（図 5b）。高い日射量と質の悪い

土地が重なり合うことで、多くの愛すべき景観が脅かされる。それは、例えばダートムーア

か？またはエクスムーアなのか？環境主義者は、果たして貴重な景観がソーラーパネル（と

それを電力系統に接続するために必要なすべての鉄塔と電線）で覆われることを望んでい

るのだろうか？そんなことをして、いったいイギリスの田舎や、そこに住む鳥やその他の動

物が守られるのだろうか？ 
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大規模水力発電 

 

 水力発電は、世界中で発電の重要な担い手となっている。特に、ほぼ再生可能エネルギー

だけで発電していると評価されている国は、水力資源が豊富であるからこそ、そのようなこ

とができる。その代表格であるコスタリカは、地熱発電も相当量利用することができる。 

 

 大規模な水力発電プロジェクトがもたらす影響も大きい。あるグリーン NGO は、「淡水

および陸上生息地の永久的損失、湿地および湿原の水の損失、それに続く生息地および種の

多様性の損失」を挙げている 34 。大規模水力発電の持続可能性に関する最近の科学的レビ

ューでは、ダムについて次のように述べている。 

‐ダムは河川生態系を破壊し、森林破壊を引き起こし、水生および陸生生物の多様性の損失

を生じさせ、大量の温室効果ガスを放出し、何千人もの人々を移住させ、その周辺の食料シ

ステム、水質、農業に影響を与えるものだ 35。 

 

 魚の回遊が完全に阻害されることもあり、魚道の使用は部分的な解決にしかならないこ

ともある。また、ダム背後の沈泥や富栄養化といった問題もあり、下流の生態系や農家から

利益を奪っている。 また水力発電ダムは二酸化炭素とメタンを排出するため、気候変動キ
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ャンペーンがダムを問題の一部ではなく、解決策の一部とみなす傾向があることは理解に

苦しむ。 

 

 環境レポーターの大御所、フレッド・ピアス氏は最近の記事において、サハラ砂漠の南に

位置するサヘル地域の河川のダムが、いかに生態系に大きなダメージを与え、多大な人的被

害をもたらしているかを説明していた。ダムは川をせき止めることで、湖や氾濫原、湿地帯

を乾燥させ、その上に多くの貧しい人々が暮らしている。この地域の多くの貧困層が依存し

ている湖、河川の氾濫原、湿地帯を乾燥させている。その結果、より多くの若者が、危険を

冒してでもこの地を離れることになった。マナンタリ・ダムは、90％の漁場と、以前は水に

覆われていた 618,000 エーカーを奪ったと推定されている 36。 

 

 Scientific American 誌のある記事は、中国の三峡ダムは地球を救う方法ではなく、環境破

壊そのものではないか、と述べている 37 。このダムの発電容量は 22.5 ギガワットである。

大規模なガス火力発電所は、その 10 分の 1 の発電容量に過ぎないが、環境への影響は 10

分の 1 以下であるといえる。 

 

 マッケイ氏が指摘するように、水力発電には、大量の降雨と大きな標高差の 2 つが必要

である。これらの条件から考えると、イギリスの低地に設置される計画は基本的に除外され

る。発電量が少なすぎるからだ。しかし、イギリスの高地でも、大量に発電できる余地はあ

まりない。仮にすべての川をせき止め、水を一滴残らず集めて利用したとしても、1 人当た

り 7kWh/日しか得られない。現実には、もっと小さな集水域が利用可能で、1 人当たり

1.5kWh/日の電力が得られるとマッケイ氏は推測している。環境負荷が大きい割に、これで

はあまりにも見返りが少ない。 

 

 単位面積当たりの電力が最も大きい 38 西ハイランド地方のほとんどの川をダムでせき止

めてしまうことは、それに伴う「淡水と陸上の生息地の永久的な喪失、湿地と湿原の消滅、

種の多様性の喪失」を意味する。ダム建設は、多くの環境主義者が想像するような、すばら

しい環境にやさしい世界ではないことは明らかである。現実には、水力発電計画が環境に与

える影響に対する懸念は非常に大きく、現在では大規模な新規計画は、その惨状が隠されて

いる発展途上国にほぼ限定されている。 
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 それでも、ロンドン官庁街（ホワイトホール）の環境主義者たちは、英国内の水力発電容

量を 2 倍にすることは可能だと考えている。そのほとんどは比較的小規模なプロジェクト

39 である。だがこの種の再生可能エネルギー技術には、手つかずの豊かな自然をますます破

壊する可能性がある。 
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潮汐発電 

 

潮汐発電には、主に 3 つの種類がある。 

-堰堤方式（セキテイ）：満潮時に河口の水域を取り込み、堰堤内の水を放出してタービンを

回し発電する。 

- 潟湖方式（ラグーン）：類似の技術だが、堤防を建設して人工的な水域を作り出す。 

- 潮流発電：風力タービンとほぼ同様に、タービンを水の流れに直接設置して発電を行う。 

数十年にわたる研究にもかかわらず、これらの技術はいずれもまだ初期段階にあり、潮流発

電や潟湖方式の商業運転は行われておらず、堰堤方式もほとんどない。そのため、その環境

影響はあまりよく分かっていない 40 。しかし、3 種類の潮汐発電すべてにおいて、魚類や

哺乳類への影響（音、衝突、生息地の損失）、および堆積物が発生する可能性があると考え

られている 41,42 。実際、一部の環境 NGO は、これらの技術を「高リスク」と表現してい

る 43。 

 

 1966 年から運用されているフランスのランス潮汐堰からの実証結果 44 は、次のことを示

唆している。 

- 建設期間中は生態系に深刻な混乱が生じ、その後、安定した状態を取り戻すのに 10 年か

かる。 

- ヒラメやイカナゴの損失など、生態系に大きな変化が生じる。 

- タービンによる魚の死亡、水位の急激な変化。 

- 沈泥により、流域の土地が塩湿地に変わり、魚の養殖場や鳥の餌場が失われる。 

- 以前とは全く異なる新たな生態系が形成される。 

 

 潮流エネルギーの影響に関するコンピューターシミュレーションによると、環境影響は

非常に大きく、潮流から抽出されるエネルギー量を 20％程度に、場合によってはそれ以下

に厳しく制限する必要があることが示唆されている 45。RSPB（英国王立鳥類保護協会） の

分析によると、環境やその他の制約条件を考慮した場合、英国水域のわずか 168km2 が潮

汐発電の「有望な場所」と分類される 46。 

 

 マッケイ氏は潮力発電、特に潮流発電について比較的楽観的に捉えている。おそらく、世

間の反対を受ける可能性が低いため（なぜなら環境コストは目に見えず、意識にも入らない

ため）、また、前述のように彼の分析ではコストについてきちんと考慮されていないためで

あろう。彼の試算では、11kWh/日/人の発電が可能で、そのうち 9kWh/日/人は英国近海の

要所に設置された発電所から得られるとされている。しかし、これらが現実に利用可能かど

うかは彼は評価できなかったこと、また、環境破壊を抑えるために出力を制限する必要があ

ることを知らなかったと思われることは、注目すべき点である。 
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 また、ウォッシュ川とモアカム湾の潟湖（ラグーン）化により 1.5kWh/日/人が供給され、

セヴァーン川の堰堤によりさらにもう少し供給されるという。もちろん、セヴァーン川の堰

堤計画は、環境破壊の可能性を指摘する声が上がり、2014 年に中止された。しかし、同様

の計画は 1920 年代から検討されており、5 年おきくらいに復活している。 

 

 ランスの堰堤は、流域面積が 22km2 と小さい。一方、セヴァーン川の堰堤は 500km2 とい

う巨大なものであり、環境にも大きな影響を与えるであろう。河口沿いの潮間帯の干潟が失

われ、鳥類や魚類に壊滅的な影響を与えることになる。また、グロスターまでの上流域で洪

水が発生する可能性もあった。ランスの貯水池を見た国会議員たちは、環境への悪影響にシ

ョックを受けたと公言している 47。そのため、この計画が中止されたのも無理はない。それ

でもなお、潮汐堰の建設は継続的に提案されており、ディー川、ソルウェイ川、ハンバー川

の各河口は、いずれも有望な候補地として挙げられている。カーディフ、ニューポート、ブ

リッジウォーター湾、コルウィン湾、西カンブリアでは潟湖（ラグーン）が提案され、スウ

ォンジーでも建設が実現に近づいている 48。RSPB（英国王立鳥類保護協会）は、潟湖方式

（ラグーン）について、環境への影響という点で、リスクの高い技術であると述べている。

多くの大規模計画が実施される可能性があるが、それによる環境破壊は劇的なものになり

かねない。 

 

バイオマスとバイオ燃料 

 

10 年ほど前に欧州連合と環境団体が液体バイオ燃料の使用を奨励し始めてから、「グリー

ン」な、「環境にやさしい」技術が数多く推進されてきた。例えば、家庭用・産業用バイオ

マスボイラー、液体バイオ燃料などである。 しかし、「産業」が拡大するにつれ、その弊害

が顕在化してきた。 

 

英国では、国内のエネルギー価格を引き上げて省エネを促進する政府の政策により、薪ス

トーブの設置がブームとなり、その燃料となる森林の伐採が不可避となっている 49。さらに

大規模な例として、ヨークシャーのドラックス発電所では、ペレットを北米から輸入するほ

ど大量の薪を消費しており、ドラックスの需要に応えるために現地の森林が伐採されてい

る。大規模なものでは、ヨークシャーのドラックス発電所において、ペレットが北米から輸

入され、ドラックスの需要 50 に見合うように森林が伐採されている。残念ながら、バイオマ

スの炭素排出量は石炭と同程度であり、ガスの約 2 倍である 51 。また、ある NGO は、バ

イオマスから排出される有害物質は「石炭よりひどい」と述べている 52 。エネルギー源と

して、バイオマスにはほとんど救いがないように思われる。しかし、このような惨状は、他

の場所でも繰り返されているのだ。フランスでは、ガルダンヌ発電所が間もなく年間 85 万
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トンの木材を燃やすが、その半分は輸入に頼っている 53 。木の切り株さえも燃やすために

採取され、土壌動物には何も残さず、土壌の栄養分の損失と浸食の増加につながっている。

野生生物 NGO バードライフ・インターナショナルは、「バイオエネルギーの黒書」という

書物の中で、保護林でさえ、再生可能エネルギー補助金を得る目的の伐採を免れていないこ

とを指摘している 54 。 

 

先進国以外では、バイオマスの燃焼は、もちろん、もっとひどい状態である。貧しい国々

では、約 25 億人が調理の際にバイオマスに依存しており、薪、炭、糞が主な利用形態であ

る 55 。炭の生産はしばしば非効率的で森林破壊につながると同時に、糞を畑に鋤き込まず

に燃やすことで土壌が肥沃でなくなることもある。 

 

一方、液体バイオ燃料の利用拡大を急ぐあまり、世界各地で食糧価格の高騰と飢餓、アフ

リカなどでの土地収奪、アブラヤシ農園建設のための熱帯雨林の伐採が進み、ある作家はこ

れを「21 世紀最大の生態系災害の一つ」と表現した 56。ヨーロッパにおけるパーム油消費

の約半分はバイオディーゼル用であり 57 、EU は最近になって、2021 年までにバイオ燃料

用のパーム油を段階的に廃止する方向へ動き出したばかりである。そして、こうした環境破

壊のすべてが、実際には地球温暖化問題を悪化させているように思われる。ある報告書によ

れば、バイオ燃料からの二酸化炭素排出量は、ディーゼル燃料からの排出量を大幅に上回っ

ており、パーム油の排出量は、バイオ燃料の中でも最悪のものである 58。 

 

このような環境破壊は、全く無益である。マッケイ氏が指摘するように、バイオ燃料は非

常に効率の悪いエネルギー源である。他の多くの再生可能エネルギーと同様に、土地需要が

あるため、ほとんど採算が合わない。英国のすべての農地を使ったとしても、通勤者が毎日

帰宅するのに必要なエネルギーはほとんど発電できないだろう。とはいえ、再生可能エネル

ギー市場を分析する者の多くは、バイオ燃料の利用が劇的に増加すると予想している。 

例えば、世界エネルギー会議(World Energy Council )は、2030 年までに 7 倍に増加すると

している 59 。すでに「環境主義者の懸念」は「21 世紀最大の生態系災害の一つ」を引き起

こしたが、じつはこれはより劇的な環境の破滅への始まりに過ぎないようだ。バイオ燃料の

拡大を支える土地の需要は際限なく増大し、より多くの貴重な自然が失われることになる。

UKERC エネルギーデータセンターは、アフリカのサバンナやブラジルのセラードのような

耕作限界地を利用する必要があるかもしれないと提案しているが、環境への影響に対する

懸念が相当大きいかもしれない、との注釈をつけている 60 。 

 

3 エコ活動から生まれるエコ災害 
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小水力発電と河川内水力発電 

 

 小水力発電は、他の多くの再生可能エネルギーよりも環境負荷の少ないものとして紹介

されることが多いが、魚類への影響は同じように深刻であり、場合によってはより深刻であ

ると思われる。なぜならその影響緩和対策があまりなされていないからである 61。そして、

規模が大きくなれば、景観への影響も深刻になる可能性がある。カナダのビュート・インレ

ット計画（現在は中止）では、443km の送電線、267km の道路、142 本の橋が建設され、

17 種類の川が付け替えられることになった 62。 

 

 マッケイ氏は、これらの計画は常に国家規模のエネルギー生産とは無関係であると指摘

している。7 倍の容量があっても、1.5kWh/日/人しか発電できないからだ。それにもかかわ

らず環境庁は、26,000 もの適地を特定している。これは、かなりの数の農村開発および自

然界への多大なダメージを与えるだけで、見返りはほとんどない。 

 

波力発電 

 

波力発電は、英国の将来のエネルギー・ミックスにおいて主要な役割を果たすとしばしば

宣伝されているが、実際には商業ベースで展開されたことがないため、起こりうる影響につ

いての評価はほとんど机上の話である。考えられる影響としては、海岸浸食、装置による汚

染、魚や海洋生態系への影響、騒音、漁業やレジャーなどの地元産業への影響などがある。 

 

マッケイ氏は、波力発電で取り出せる電力は非常に限られていると指摘する。英国の大西

洋岸半分に波力発電所を設置し効率について楽観的な予測を立てたとしても、1 人当たり

4kWh/日の電力しか供給できないという。つまり、波力発電は基本的に英国の将来とは関係

がないのだ。しかし、だからといって波力発電が試されて環境が悪影響を受けることもない

とは言いきれるわけでもない。 

 

4 エネルギー需要を変えて起きること 

 

マッケイ氏は、英国が再生可能エネルギーを使って現在のエネルギー需要を満たすこと

が不可能であると明確に言ってはいない。そして実際のところ、彼の著書の第２部は、それ

を実現しようとする試みそのものだ。彼は、多方面からのアプローチでこれを実現しようと

している。まず、一般的な富裕層が必要とするエネルギー量を、一般の人が必要とするエネ

ルギー量の水準まで落とすこと、特に富裕層がよく利用する長距離フライトの膨大なエネ

ルギー使用量を減らすことを提案している。また、現在の富裕層のライフスタイルが、将来
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的にはより多くの人々に享受されることが予想される中にあっても、総エネルギー需要を

現在程度に抑えるようにすることは、マッケイにとっては決して不合理なことではないよ

うだ。 

 

電気自動車（EV） 

 

エネルギー需要と折り合いをつけることは、これまでは上手くいかなかった。英国におけ

る炭素排出量削減の初期の試みの一つは、ブレア政権が、ディーゼル車の炭素排出量がガソ

リン車のそれよりもかなり少ないという理由で、ディーゼル車の採用の奨励を決定したこ

とだった。ところが、現在では、ディーゼルエンジンから排出される微粒子によって、毎年

4 万人が呼吸器系疾患で死亡しているといわれ、環境破壊であるとの見方が広がっている

（詳しくは後述）。ロンドン市長のサディク・カーンは、これを公衆衛生の「緊急事態」と

まで宣言した 64。その結果、当然ながら、電気自動車への切り替え圧力がさらに強まった。 

 

EV の支持者にとっては残念なことだが、粒子状物質の面では、EV は化石燃料の同等品

よりも実際には優れていないという科学的な証拠も出てきている。一般に考えられている

のとは異なり、輸送に関連する粒子状物質の排出の大部分は、エンジンからではなく、タイ

ヤやブレーキの摩耗などによるものである 65。しかし、現在、EV は普通の自動車よりも平

均 25％重いため、排気ガス以外の粒子状物質の排出は、排気のクリーンさを完全に打ち消

してしまうのだ。つまり、EV に乗り換えても、粒子状物質排出量にはほとんど変化がない

ように思われる。 

 

では、EV が環境に与えるその他の影響はどうだろうか。 すでに、EV が支持者の主張ほ

どには環境にやさしくないということが、強く指摘されつつある。実際、その通りなのだ。

テスラ社の EV のバッテリーには、大量のリチウムとコバルトが含まれており、米国環境保

護庁によれば、以下のような問題があるとのことだ。「資源枯渇、地球温暖化、生態学的毒

性、人体への影響など、環境への影響が最も大きい可能性がある。」環境主義者たちは、両

元素の採掘による影響をすでに懸念しており、ある報告書では、「二酸化硫黄の噴煙が空を

覆い、癌のような粉塵に覆われた大地、血に染まった川」と記されている 66。一方、コンゴ

民主共和国のコバルト鉱山は、児童奴隷労働と劣悪な労働環境で非難されている 67 。 

コンゴの都市ルブンバシ周辺の銅とコバルトの採掘場は、ある調査によると「世界で最も汚

染がひどい場所ベスト 10」に入ると言われている 68。 

 

 そして、これらはすべて、今後 10 年半で EV の数が 50〜100 倍になると予測される以前

のことである 69。 
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その他について 

 

マッケイ氏による需要削減の試みについて、他の面ではそれほど心配する必要はないよ

うだ。環境への影響という点では、古い家屋の断熱やヒートポンプの設置は、ほぼ無害なア

プローチと言える。だが一方ではコスト面での懸念がある。地熱を利用したヒートポンプは、

極寒の地では不十分な場合が多く、従来の熱源からのバックアップが必要だ。空洞壁への断

熱材の吹き付けをすると湿気が発生しやすくない、住宅所有者にとっては致命的な問題と

なる可能性もある。ある推定によれば、300 万戸もの家屋が影響を受けた可能性があるとの

ことだ 70。しかし、これらのことは、環境主義者の関心事ではないようだ。 
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5 強引に再生可能エネルギー計画を立てるとどうなるか 

 

これらの需要削減策を提案した後、マッケイ氏は最終的に残りの需要を満たすための一

連の計画を作成し、関心のある一般市民にも独自の計画を提案するように呼びかけた。その

ために、彼は、当時のエネルギー気候変動省の同僚とともに、2050 年計算機というウェブ

サイトを立ち上げた 71。このウェブサイトでは、ユーザーが、需要と供給のバランスを取り

ながら政府の脱炭素化目標を達成するための独自の計画を立てることができるシンプルな

ウェブインターフェイスを提供している。 

 

彼自身の計画例を見る限り、いくつかの要素は一貫している。そのひとつは、30000km2

の農地を、質の悪い農地を中心に、木材やススキなどの特殊なエネルギー作物の栽培に利用

するというアイデアである。前述したように、このアイデアの問題点は、質の悪い土地（農

業等級 4 と 5）のほとんどは、環境上重要であるか、エネルギー作物の栽培に適さないとい

う理由で、利用できないことだ。すると英国には 85,000km2 の土地が残るが、その大部分は

イングランドにある 72 。このうちごく一部は高品位の土地であり、高い付加価値が無い限

り利用されることはない。つまり、使用される土地の大半は、「中程度」または「良好」と

表現される等級 3 の土地ということになる。これは英国にパンとバターをもたらす食糧生

産の中心であり、農地の大部分を占めている。そしてマッケイ氏の計画では、その 3 分の 1

がエネルギーのための単一作物生産に使われることになる。これでは、環境への配慮がある

とはとても言えない。 

 

もう一つの特徴は、輸送システムにおいてバイオ燃料の一部が使用されることである。し

かし残念なことに、そのためには、英国の国土面積の 12%、さらに 30000km2 のグレード 3

の土地を使用する必要がある 73。 

 

数字だけではインパクトが伝わりにくいので、それを図 6a で示してみた。1 つのマスは

約 1000km2 で、バイオ燃料用の水色 30 個、木材やススキなどのバイオマス用の紺色 30 個、

合計 60 個ある。この分布は、適切な土地がある場所を表しているため、山岳地帯、南西部

の風光明媚な地域、ケンブリッジシャーの良質な農地は避けられている。北アイルランドの

土地の利用可能性に関するデータは、英国の他の地域と一致しないが 74、一部のエネルギー

作物が植えられると仮定した。はっきりしているのは、英国の大部分は基本的にモノカルチ

ャーになるということである。 

 

次に、環境に対する影響具合は、マッケイ氏のどのプランに注目するかで変わってくる。

例えば、プラン G では、風力発電で 32kWh/日/人を発電することを提案している。必要な
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面積は風力発電所を設置する場所によるが、適した土地の多くが環境的に影響を受けやす

いため、陸上となる可能性は低いと思われる。図 6b は、風力発電所が沖合の深い海域に設

置されると仮定し、表示されている 26 の 1000km2 の正方形は、マッケイ氏が必要とする領

域を示しており、その配置は彼の地図に示されているものに基づいている 75。この配置の場

合、スコットランドの鳥類はほとんど影響を受けないが、ドッガーバンクで餌を食べるカツ

オドリなど、さらに南の鳥類にとって 20 マイルの風力タービン 76 を横切ることが問題にな

らないとは考えにくい 77 。より多くの風力発電所を建設し、より小さなブロックに分割し

て分散させることもできるが、その場合、より多くの鳥類が影響を受けることになる。つま

り、大きな個体群を淘汰するか、小さな個体群を大虐殺するかの選択である。風力発電の熱

狂的な支持者は、どちらかを選ばなければならない。 

 

マッケイ氏の著書の文面から、彼はほとんどの再生可能エネルギーの不条理さを理解し

ているように感じられる。彼は、いくつかの計画で、原子力エネルギーやクリーンコールを

多く利用している。しかし、彼の著書は 2009 年に出版されたので、シェール革命より前に

出版されたことになる。彼はその後、シェールガスの熱狂的なファンになっており、その二

酸化炭素排出量は石炭よりはるかに良いと述べている 78 ので、恐らくこの計画を天然ガス

に切り替えていた可能性が高いだろう。 

 

しかし、彼のもうひとつのアイデアも状況が変わってきた。彼は、英国での太陽光発電に

はあまり乗り気でなかった。そして前述のバイオエネルギーについてのアイデアによれば、

太陽光については、すべての屋根を太陽光パネルで覆うことで得られるわずかな量以外に、

基本的にそのスペースはない。だが、他国から太陽光エネルギーを輸入するというアイデア

には熱心であった。理論的には 100 万 km2（1000×1000km の正方形）のメガソーラー発電

所で現在の世界のエネルギー需要をまかなうことができ、将来的には 2 つのスーパーメガ

ソーラー発電所でまかなうことができると指摘した。しかし、「アラブの春」以後の政治状

況において、それが可能かどうかは別問題となった。 

 

また、砂漠は何もない空間であるというイメージがあるが、実はそうではなく、そこにも

悪影響を及ぼしている。アメリカでは、アイバンパ集光型太陽熱発電所（CSP）が、絶滅危

惧種である砂漠のカメに対するリスクを理由に、規模を縮小せざるを得なくなった。同様の

問題は、他の多くの集光型太陽熱発電所にも起こっている 79。 
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 さらに、太陽光発電のもうひとつの環境問題である「大量の水を消費する」という点に

ついても、一般にはあまり理解されていない。集光型太陽光発電の場合、そのほとんどは冷

却システム用だが、発電量を高く維持するために鏡を清潔に保つ必要があり、そのための水

も必要なのだ。モロッコのワルザザート 1 発電所は、面積が 4.5km2 で、年間 170 万 m3 の

水を使用する 80。これは、同等の石炭火力発電所よりもはるかに多い。この発電所が主要な

貯水池の近くに建設されたのは、偶然ではない。この値をスケールアップすると、マッケイ

の超大型集光型太陽熱発電所は年間 7560 億 m3 の水を使用することになり、これはアラブ

世界で 1 年間に降る水の量（2576 億 m3）のほぼ 3 分の 1 にあたる。したがって、ワルザザ

ート I の規模を拡大しようという考えは、明らかに馬鹿げている 81。幸いなことに、ワルザ

ザート発電所の第二期と第三期については乾式冷却システムを採用しており、水の使用量

は少ないが、その分だけ発電効率も低い。また、太陽光発電もそれほど優れていないようで

ある。インドのタミル・ナードゥ州にあるアダニ太陽光発電所では、パネルを清潔に保つた

めに 1 日あたり 20 万リットルの水を使用している 82。 

 

加えて、アメリカやアジアにも砂漠があるのだから、北アフリカに全世界のエネルギー負

担を押し付けるのはフェアではないだろう。マッケイ氏は、ヨーロッパと北アフリカに電力

を供給するには 34 万平方キロメートルが必要であるとしている。乾式冷却発電所をベース

にスケールアップすると、60 億 m3 の水が必要になる可能性がある。これは、現在北アフリ
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カが地下水や地表水から得ている水量の約 12％に相当する 83。このような乾燥した地域で

は、これはおそらく持続不可能であり、環境破壊につながることはほぼ確実である。 

  

6 環境主義者たちの未来計画はどうなっているか 

 

マッケイ氏は、私が今まで上述してきたことのほとんどに反対しないだろう。彼は著書の

中でこう言っている。「もし、皆さんがこれらの計画を気に入らなくても、私は驚きません。

私は、これらの計画のどれもが、何か受け入れがたいものがあることに同意します。もっと

自分の納得できる別のプランを自由に作ってください。」と。多くの人は「口に合わない」

よりももっと強い言葉を使うかもしれないが、本章では、他の人たちが提示した提案のいく

つかを検証しようと思う。「2050 年計算機」のウェブページにはさまざまなシナリオが紹介

されているが、そのうちのいくつかは環境 NGO が提唱したもので、環境主義者が人類、自

然界、そして自分たちの資金集めのレトリックという相反する要求のバランスをどう取ろ

うとしているかがよくわかる。今回取り上げるのは、Friends of the Earth（FoE）、Sustainable 

Energy Association（SEA）、Campaign to Protect Rural England（CPRE）の 3 団体による

提案だ。さらに、2050 年計算機をベースにしているものの、同じフォーマットでは公表さ

れていない RSPB の計画も取り上げる 84。残念ながら、2050 年計算機は、利用者がどのよ

うに収入を得るかについてかなりの自由度を与えており、3 つの環境 NGO はこれを最大限

に利用している。例えば、FoE の計画の中核は、旅客を公共交通機関に、道路貨物を鉄道に

移行させ、輸送、製造、調理を電化し、平均室温を 17℃まで下げることであり、これによ

り需要をほぼ半減 85 させる。もちろん、これはすべて非現実的な話である。 

 

さらに言えば、現在の技術水準では正当化することが難しいエネルギー発電の選択肢を、

「2050 年計算機」が可能にする。FoE によるとエネルギーのかなりの部分は、炭素回収・

貯留（CCS）を備えたガス/バイオガス発電所によって供給される予定である。ガス用の CCS

は、想定される低負荷率では決して経済的でない可能性があるという事実にもかかわらず

（そしてシェールガス開発に対する FoE の猛烈な反対にもかかわらず）86 である。波力タ

ービンや 潮流タービンも、規模が実証されていないにもかかわらず、その役割を担うとし

ている。これほど多くの技術が検討されている中で、なぜ核分裂がリストにないのか理解す

るのは難しい。 

 

このように劇的に需要を減らしても、環境 NGO は、自然界に関心を持つ人なら誰でも憂

慮するような計画を打ち出しているのだ。 

 

バイオエネルギー 
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FoE と CPRE はともに、広大な面積のバイオエネルギー作物の栽培を計画している 87 。

これは、単一栽培（モノカルチャー）に反対すると主張する組織としては、どうにも理解し

がたい姿勢である 88 。実際、CPRE の場合、イングランド農村部の保護という自らの使命

に真っ向から反することになると思われる。このような規模のバイオ燃料は、景観、野生生

物、農村経済に深刻な影響を与える。さらに悪いことに、この計算では、収量が 50 年以上

にわたって複利的に増加することを想定しているのだ 89。つまり、少なくとも紙の上では、

必要な土地の量をかなり減らすことができるのだが、もし収穫量の向上が実現しなければ

（そして、ほとんどの環境保護団体が、収穫量向上の最も可能性の高い遺伝子組み換え作物

に反対していることを忘れてはならない）、より広い面積を食料生産から切り離し、エネル

ギー作物に置き換えなければいけなくなる。イングランドの農村地域は失われてしまう。環

境保護活動自体が元凶となりかねないのだ。 

 

 RSPB は、農地をエネルギー作物の単一栽培で覆うことを避けたいと考えており、エネル

ギー作物に使用する土地の面積を大幅に削減できると主張している 90 。しかし、これは、

1 エーカーあたりのエネルギー収量をあり得ないほど高く仮定することによってのみ可能

である 91 。実際には、彼らが望む電力を生み出すには、おそらく 1 万 km2 が必要だろう。 

鳥類や野生生物に対する生態学的リスクの低い地域は、そのうちのほんの一部であること

を考慮すると 92 、CPRE や FoE の計画と同様に、独自の計画も景観や野生生物、そしても

ちろん鳥類にダメージを与えることになるであろう。 

 

 とはいえこれらの団体はすべて、Renewable Energy Association (REA)の前では、取るに

足らない存在となってしまう。REA は、英国の主要農地の 4 分の 1 をエネルギー作物で覆

うべきであると考えている。CPRE は、このことについて一体何を考えているのだろうか。 

 

陸上風力発電 

 

FoE は 9000 基、RSPB は 1 万 7000 基の陸上風力発電機を想定している。これまで見て

きたように、これらの風力発電所は多数の鳥やコウモリを殺し、中国にひどい汚染をもたら

すだろう。何千平方キロメートルもの山の風景が台無しにされるのである 93。この算定にお

いては、陸上ウインドファームは 2.5W/m2 のエネルギーを捕捉できると仮定されており、

FoE と RSPB はそれぞれ 4000 と 7000km2 の土地利用で収まるとするため、打撃はいくぶ

ん低めになっている。しかし、マッケイ氏は 2W/m2 が陸上で起こりうる絶対的な最大値で

あると述べている。既存の風力発電所の典型的な値は 1.4W/m2 であり、最適な場所がます

ます占有され、かつ風力発電所は低地に設置する必要があるため、これらの数字は将来的に

低くなる可能性が高い 94。したがって、必要な土地の正しい数値は、少なくとも FoE の場
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合は 5000km2、RSPB の場合は 8000km2 となる可能性が高い。 

 

洋上風力発電 

 

洋上風力発電も同様で、FoE と REA は 13,000km2 に 12,000 基の 5.8MW タービンを、

CPRE はさらに多くのタービンを望んでいる。RSPB の陸上風力高位シナリオでは、洋上風

力はわずか 4km2 であるが、洋上風力高位シナリオでは 33,000km2 もあり、海洋の鳥類や哺

乳類にとって相当な障害となる 96 。 

 

その面積は十分巨大だ。では、その汚染について考えてみよう。2MW の風力発電機には、

約 350kg のネオジムが磁石として使用されているようだ。もし、より大きなタービンが必

要な場合、その規模に比例してネオジムも増加するとしたら、RSPB の計画では 1 基あたり

1 トンのネオジムが必要となる。寿命が 20 年だとすると、年間 1,000〜3,000 トンのネオジ

ムが余分に生産されることになる。世界の生産量は現在 21,000 トンで、英国だけの需要を

満たすにも、世界の生産量を 10％増やすことが必要なのだ。他の国も同じようにエネルギ

ーシステムを計画すれば、環境破壊は想像に難くない。 

 

大規模水力発電 

 

RSPB が水力発電を恐れている一方で、他の環境保護団体は水力発電の利用を強く望んで

いるようである。FoE は、大規模水力発電を 3 倍近くに拡大し、100km2 の新しい貯水池で

5500km2 の集水域を開発するという。もし RSPB の言葉を信じるなら、取り返しのつかな

い被害が出ることが想定される。 

 

そして、以上の数字は需要を 40％以上削減することを前提にしていることを思い出して

ほしい。多くの人が、この数字はありえない話だと言うであろう。それに加えて 規模が証

明されていない技術（CCS と貯蔵、潮流、波）や、実用的でない可能性が高い技術（砂漠で

の太陽光発電）に依存していることも挙げられる。すべてが空想に過ぎないように思えてく

る。しかしそれが現実となったとき、その影響は再び自然界に及ぶだろう。 

 

 

私たちの豊かな自然はどうなってしまうのか？ 

 

「2050 年計算機」では、「その他」の土地カテゴリー（農業、居住、森林に利用されてい

ない地域）が、どの土地利用シナリオでも劇的に縮小すると予想されている。このカテゴリ

ーには、一般の人々や、もちろん環境主義者にも愛されている野生地域が含まれている。
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CPRE と FoE はともに、これらの地域の 37％が失われるシナリオを選択した。Campaign 

for Sustainable Energy の選択では、44％もの喪失になる。これが「環境の友人(FoE)」なら

ば，いったい誰が環境の敵なのか？ 

 

 

 

 最も良い場合でも「その他」の土地の 30％が失われる。さらに積極的に CO2 を削減する

ための土地利用を進めれば、40%以上の損失が想定される。 

 

野生の場所の損失はさらに悪化する可能性が高い。なぜならば、「2050 年計算機」では、

食糧の収量が最低でも年率 0.9%以上、2050 年までに 50%以上向上すると想定しており、

さらにいくつかのシナリオでは、年率 1.5%の改善で 2050 年までに 1 エーカーあたりの食

料が 80%以上増加するとしているが、これらの値は、文献で想定されている値の 2-4 倍も

あるからだ 97。それほど生産性が高くならないとすると、食糧のためにさらに 1 万 km2 の

土地を見つけるか、他から輸入する必要がある可能性は十分にある。どちらの場合でも、敗

者となるのは自然界だ。 

 

7 結論 

デイヴィッド・マッケイ教授は、以上のことをよく知っていた。彼は、死の直前、環境活

動家マーク・ライナス氏のインタビューに答えている。そしてその時のインタビュー記事で、

次のように述べている。「現在、我々の電力の 1％しか生産していないものを、ただ規模を

拡大すればいい、そして、もし、それでも足りなくなるというちょっとした問題があれば、

エネルギー効率を上げればいい、というような恐ろしい妄想を人々は持っているので
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す。・・・人類は算数と物理学の法則に注意を払う必要があるのです。」 

 

再生可能エネルギーの計算が合わないことは明らかだ。（そして計算に注意を払わない組

織も多いのである！）。マッケイ氏は、未来は原子力と化石燃料にあると確信していた。化

石燃料は CCS によって排出量が軽減されるからである。 

 

それにもかかわらず、未来は再生可能エネルギーで動くという「ひどい妄想」は、いまだ

に英国のほぼすべての政党のエネルギー政策の中心的な柱となっている。ほとんどすべて

の環境保護 NGO も、いまだにこの考えを支持している。英国はほとんど完全に再生可能エ

ネルギーでまかなうことができる」と Greenpeace は言っている 99 。Friends of the Earth 

は、「私たちは、ほとんどすべての電力を風、波、太陽から得る未来を見ることができる」

と述べている 100 。（彼らが発表した 「2050 年計算機」の結果とはまったく異なる話であ

り、化石燃料は供給の約 40％を供給し続け、そのほとんどは輸入品であるのだが 101）。これ

が問題にならないのは、CCS についての奇跡的な想定があるからだ。 

 

Greenpeace や Friends of the Earth のような過激な活動団体には、ほとんど期待していな

い。彼らの存続は安定した収入の維持に依存しており、その収入は一般市民を脅して金を出

させることができるかどうかにかかっているのだ。しかし、私たちは通常、環境保護に関す

る議論において、より「尊敬できる」立場にある人々には、より高い水準を求める。それな

のに、なぜ RSPB や CPRE などの自然保護団体までが再生可能エネルギーの拡大を支持し

続けるのか、理解に苦しむ。 

 

風力、バイオ燃料、太陽光などの陸上技術が、上記の 2 つの活動団体が想定している規模

で展開されれば、自然界に恐るべき影響が及ぶことは疑いの余地がないことである。この 2

つの団体が保護すると言っている鳥や田園風景は、想像を絶する苦しみを味わうことにな

るだろう。 

 

そして、現実はこれよりもずっとずっと悪いものになるだろう。 

 

環境主義者の計画は、エネルギー供給の非常に大きな割合を、CCS を備えた化石燃料に

依存している。FoE と CPRE の計画では、40％である。しかし、CCS は現在、蜃気楼のよ

うなもので、しかも非常に高価なものである 102。したがって、再生可能エネルギーの出力

は、ほぼ間違いなく、これらの計画のほぼ 2 倍の水準でなければならない。そしてそれらの

計画は、上述のように、すでに不合理ともいえる需要の削減を前提としている。 

 

もし、本当に必要な規模で再生可能エネルギーによる発電が行われるとしたら、その結果
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は壊滅的なものになるであろう。何万平方キロメートルもの国土が破壊されてしまうのだ。

RSPB と CPRE は、自分たちが支援する大規模な破壊に対して意図的に無関心であり、全

くもって罪の意識を感じていない。まるきり、会員を裏切り、自分たちが守ると誓ったもの

を犠牲にすることに決めたかのようだ。何人かの科学者が「100 年後にはもっと暑くなる」

と言ったからといって、情けない話である。 
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